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  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

 専決第１号  平成２９年度柏原市一般会計補正予算（第１１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1



平成３０年３月３０日専決

　２６，１０５，１６９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出

　予算補正」による。

柏 原 市 長 　冨 　宅 　正 　浩

専決第１号

平成２９年度柏原市一般会計補正予算（第１１号）

　平成２９年度柏原市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１０，２２５千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ
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第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　　入

9 地 方 交 付 税 4,556,717 40,594 4,597,311

1 地 方 交 付 税 4,556,717 40,594 4,597,311

11 分 担 金 及 び 負 担 金 245,185 △ 8,200 236,985

1 負 担 金 244,124 △ 8,200 235,924

14 府 支 出 金 1,680,891 16,700 1,697,591

2 府 補 助 金 382,714 16,700 399,414

15 財 産 収 入 18,529 2 18,531

1 財 産 運 用 収 入 13,526 2 13,528

17 繰 入 金 200,000 45,098 245,098

1 基 金 繰 入 金 200,000 45,098 245,098

18 諸 収 入 2,104,150 △ 104,419 1,999,731

3 貸 付 金 元 利 収 入 1,033,024 361 1,033,385

5 雑 入 1,048,854 △ 104,780 944,074

26,115,394 △ 10,225 26,105,169歳　　入　　合　　計

補 正 額補 正 前 の 額

（単位　千円）

款 項 計
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歳　　出

4 衛 生 費 2,077,091 △ 2,388 2,074,703

2 清 掃 費 1,115,699 △ 2,388 1,113,311

7 土 木 費 2,790,338 △ 8,200 2,782,138

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,156,025 △ 8,200 1,147,825

9 教 育 費 2,292,289 363 2,292,652

1 教 育 総 務 費 599,432 363 599,795

26,115,394 △ 10,225 26,105,169歳　　出　　合　　計

（単位　千円）

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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平成２９年度柏原市一般会計補正予算（第１１号）説明書

5



歳　　入

金　額

9 地方交付税 4,556,717 40,594 4,597,311

1 地方交付税 4,556,717 40,594 4,597,311

1 地方交付税 4,556,717 40,594 4,597,311

1 地方交付税 40,594 特別交付税

金　額

11 分担金及び 245,185 △ 8,200 236,985

負担金

1 負担金 244,124 △ 8,200 235,924

3 土木費負担 22,000 △ 8,200 13,800

金 1 道路橋りょう費負 △ 8,200 信貴太平寺線道路改良に伴う負担金

担金

　　（項）１　地方交付税

（款）９　地方交付税

歳入歳出補正予算事項別明細書

（単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

（款）１１　分担金及び負担金

　　（項）１　負担金 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分
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金　額

14 府支出金 1,680,891 16,700 1,697,591

2 府補助金 382,714 16,700 399,414

1 総務費府補 4,000 16,700 20,700

助金 1 総務管理費補助金 16,700 振興補助金

金　額

15 財産収入 18,529 2 18,531

1 財産運用収 13,526 2 13,528

入

2 利子及び配 2,810 2 2,812

当金 1 利子及び配当金 2 奨学基金

（款）１４　府支出金

　　（項）２　府補助金 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

（款）１５　財産収入

　　（項）１　財産運用収入 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分
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金　額

17 繰入金 200,000 45,098 245,098

1 基金繰入金 200,000 45,098 245,098

1 基金繰入金 200,000 45,098 245,098

1 繰入金 45,098 ふるさと基金繰入金

（款）１７　繰入金

　　（項）１　基金繰入金 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分
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金　額

18 諸収入 2,104,150 △ 104,419 1,999,731

3 貸付金元利 1,033,024 361 1,033,385

収入

2 奨学金貸付 2,018 361 2,379

金元金収入 1 奨学金貸付金元金 361 奨学金貸付金返還金

収入

金　額

5 雑入 1,048,854 △ 104,780 944,074

2 雑入 1,048,304 △ 104,780 943,524

1 雑入 △ 104,780 その他雑入

（款）１８　諸収入

　　（項）３　貸付金元利収入 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

　　（項）５　雑入 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分
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歳　　出

特定財源 一般財源 金　額

4 衛生費 2,077,091 △ 2,388 2,074,703 △ 2,388

2 清掃費 1,115,699 △ 2,388 1,113,311 △ 2,388

1 清掃総務費 793,478 △ 2,388 791,090 △ 2,388

19 負担金、補 △ 2,388 7 柏羽藤環境事業組合負担金

助及び交付

金

（款）４　衛生費

　　（項）２　清掃費

款　　項　　目 補正前の額 説　　　　　明
区　　分

補正額
節

計
補正額の財源内訳

（単位　千円）
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特定財源 一般財源 金　額

7 土木費 2,790,338 △ 8,200 2,782,138 △ 8,200

2 道路橋りょ 1,156,025 △ 8,200 1,147,825 △ 8,200

う費

3 道路新設改 530,633 △ 8,200 522,433 その他

良費 △ 8,200 13 委託料 △ 8,200 2 信貴太平寺線整備事業

　　境界確定業務委託料

区　　分

（款）７　土木費

　　（項）２　道路橋りょう費 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳 節

説　　　　　明
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特定財源 一般財源 金　額

9 教育費 2,292,289 363 2,292,652 363

1 教育総務費 599,432 363 599,795 363

3 奨学基金費 2,151 363 2,514 その他

363 21 貸付金 △ 1,300 1 奨学基金貸付事業

25 積立金 1,663 　　奨学金貸付金 △ 1,300

2 基金

　　奨学基金積立金 1,663

説　　　　　明
区　　分

（款）９　教育費

　　（項）１　教育総務費 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳 節
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報告第２号 

 

専決処分報告について 

 

 次の事件は、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分したから、同条第３項の規定により、議会に報告し、その承認を求める。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

 専決第２号  柏原市市税条例の一部改正について 
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専決第２号 

 

柏原市市税条例の一部改正について 

 

 柏原市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３０年３月３１日専決 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第１４号 

 

   柏原市市税条例の一部を改正する条例 

 

 柏原市市税条例（平成２年柏原市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条中「第４２条第３項」を「第４２条第５項」に、「第４５条」を「第

４５条第１項及び第４項」に、「及び」を「並びに」に改める。 

 第１６条第２項中「当該」を「同表の」に改める。 

 第４１条の３中「（以下この節」を「（次条第１項」に改める。 

 第４１条の５第１項中「においては」を「には」に、「以下この節」を「次条

第２項」に改め、同条第３項中「第４１条の５第１項」と」の次に「、「の特別

徴収義務者」とあるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をい

う。以下同じ。）の特別徴収義務者」と」を加える。 

 第４２条第７項中「第４５条第２項」を「第４５条第４項」に改め、同項を

同条第９項とし、同条第６項を同条第８項とし、同条第５項中「第３項の場合」

を「第５項の場合」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項を同条第６項

とし、同条第３項中「第５項第１号」を「第７項第１号」に改め、同項を同条

第５項とし、同条第２項中「法の施行地に本店若しくは主たる事務所若しくは

事業所を有する法人」を「内国法人」に、「第３２１条の８第２４項」を「第   

３２１条の８第２６項」に、「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第４項と

し、同条第１項の次に次の２項を加える。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人（以下こ

の条において「内国法人」という。）が、租税特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第６６条の７第４項及び第１０項又は第６８条の９１第４項及び第

１０項の規定の適用を受ける場合には、法第３２１条の８第２４項及び令第

４８条の１２の２に規定するところにより、控除すべき額を前項の規定によ

り申告納付すべき法人税割額から控除する。 

３ 内国法人が、租税特別措置法第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第

６８条の９３の３第４項及び第１０項の規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第２５項及び令第４８条の１２の３に規定するところにより、
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控除すべき額を第１項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除す

る。 

 第４５条第１項及び第２項中「によって」を「により」に改め、同条中第２

項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。 

２ 第４２条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合に

おいて、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（偽りそ

の他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は

第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係

る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第

１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付

すべき税額の納付があった日（その日が第４５条第１項の法人税額の課税標

準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同

日）から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。 

３ 第４３条第４項の規定は、第１項の延滞金額について準用する。この場合

において、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（偽り

その他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正に

より納付すべき市民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税に

あっては、第１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提

出により納付すべき税額の納付があった日（その日が第４５条第１項の法人

税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である

場合には、同日）から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるも

のとする。 

 第４５条に次の２項を加える。 

５ 第４２条第７項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合に

おいて、同条第７項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（偽りそ

の他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は

第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係

る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第

１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付

すべき税額の納付があった日（その日が第４５条第４項の連結法人税額の課
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税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、

同日）から同項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。 

６ 第４３条第４項の規定は、第４項の延滞金額について準用する。この場合

において、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（偽り

その他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正に

より納付すべき市民税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税に

あっては、第１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提

出により納付すべき税額の納付があった日（その日が第４５条第４項の連結

法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日より前で

ある場合には、同日）から同条第４項の申告書の提出期限までの期間」と読

み替えるものとする。 

 第５１条中「第２条第２項ただし書」を「第２条第４項ただし書」に改める。 

 第５８条第７項中「第１０条の２の１０」を「第１０条の２の１２」に改め

る。 

 附則第３条第３項中「（昭和３２年法律第２６号）」を削る。 

 附則第３条の２第１項中「第４２条第３項」を「第４２条第５項」に改め、

同条第２項中「第４５条」を「第４５条第１項及び第４項」に、「同条」を「こ

れら」に改める。 

 附則第４条第１項中「第４５条に」を「第４５条第１項及び第４項に」に、

「同項」を「前条第２項」に、「同条」を「これらの規定」に改める。 

 附則第２０条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第２項第７号」

を「附則第１５条第２項第６号」に改め、同項を同条第３項とし、同条中第５

項を第４項とし、第６項を第５項とし、同項の次に次の１項を加える。 

６ 法附則第１５条第３２項第２号に規定する条例で定める割合は４分の３と

する。 

 附則第２０条の２第７項中「附則第１５条第３２項第２号」を「附則第１５

条第３２項第３号」に改め、同条第１１項中「附則第１５条の８第４項」を「附

則第１５条の８第２項」に改める。 

 附則第２０条の３第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条の８第３項」

を「附則第１５条の８第１項」に改め、同項第２号中「附則第１２条第１７項」
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を「附則第１２条第８項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「附

則第１５条の８第４項」を「附則第１５条の８第２項」に、「附則第１２条第  

２１項第１号ロ」を「附則第１２条第１２項第１号ロ」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第６項中「附則第１５条の８第５項」を「附則第１５条の８第

３項」に改め、同項第２号中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第   

１５項」に、「同条第１７項」を「同条第８項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第７項中「附則第１２条第２６項」を「附則第１２条第１７項」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７

条第８項各号」に改め、同項第４号中「附則第１２条第３０項」を「附則第   

１２条第２１項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第３１項」を「附則第

１２条第２２項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第７条

第１０項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項第５号中「附則第   

１２条第３８項」を「附則第１２条第２９項」に改め、同項を同条第８項とし、

同条第１０項中「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１０項各号」に

改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第７条第１２項各号」を

「附則第７条第１１項各号」に改め、同項第５号中「附則第１２条第３８項」

を「附則第１２条第２９項」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１２項

中「附則第７条第１４項」を「附則第７条第１３項」に、「附則第１２条第２６

項」を「附則第１２条第１７項」に改め、同項を同条第１１項とする。 

 附則第２１条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成  

３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第６号中「にあっては」を「に

は」に改める。 

 附則第２１条の２の見出し中「平成２８年度又は平成２９年度」を「平成  

３１年度又は平成３２年度」に改め、同条第１項中「平成２８年度分又は平成

２９年度分」を「平成３１年度分又は平成３２年度分」に改め、同条第２項中

「平成２８年度適用土地」を「平成３１年度適用土地」に、「平成２８年度類似

適用土地」を「平成３１年度類似適用土地」に、「平成２９年度分」を「平成３

２年度分」に改める。 

 附則第２２条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度ま

で」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項
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中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度

まで」に、「にあっては」を「には」に改め、同条第４項中「平成２７年度から

平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「当該課税標

準額」を「前年度分の固定資産税の課税標準額」に改め、同条第５項中「平成

２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に

改める。 

 附則第２３条（見出しを含む。）中「平成２７年度から平成２９年度まで」を

「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。 

 附則第２４条の前の見出し中「昭和４７年度」を「平成６年度」に改める。 

 附則第２５条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０

年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成２７年度から平成２

９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「にあっては」を「に

は」に改める。 

 附則第３４条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０

年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成３０年３月３１日」

を「平成３３年３月３１日」に改める。 

 附則第４０条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成  

３０年度から平成３２年度まで」に改める。 

 附則第４１条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度ま

で」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項

中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度」

に、「にあっては」を「には」に、同条第４項及び第５項中「平成２７年度から

平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。 

 附則第４２条の見出し及び同条中「平成２７年度から平成２９年度まで」を

「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。 

 附則第４４条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０

年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成２７年度から平成  

２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「にあっては」を

「には」に改める。 

   附 則 
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例の規定による改正後の柏原市市税条例（次条第１項において

「新条例」という。）第４５条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定は、

平成２９年１月１日以後に同条第１項又は第４項の申告書の提出期限が到来

する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部

分は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２９年

度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得された地方

税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この条において「旧法」

という。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新たに取得され

た旧法附則第１５条第３２項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に新築された旧法

附則第１５条の８第２項に規定する貸家住宅の敷地の用に供する土地のうち

同項に規定する旧農地に対して課する固定資産税については、なお従前の例

による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成３０年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、平成２９年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。 
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報告第３号 

 

専決処分報告について 

 

次の事件は、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分したから、同条第３項の規定により、議会に報告し、その承認を求める。 

 

平成３０年６月４日提出 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

専決第３号  損害賠償の額の決定及び和解について 
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専決第３号 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

次のとおり損害賠償の額を定め、和解する。 

 

平成３０年４月１８日専決 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

 

記 

 

 

事   由 
事 由 発 生  

日 時 ・ 場 所 

損害賠償の 

相 手 方 
損害賠償の額 当事者 

 

職員の公務中

における公用

車での接触事

故 

 

平成 29 年 8 月 18 日 

午前 11 時 35 分頃 

大阪府柏原市大字高井

田４７０番２地先 

 

柏原市外在

住 

 

男性 

 

1,314,627 円 

 

柏原市 
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報告第４号 

 

専決処分報告について 

 

次の事件は、地方自治法第１８０条第１項の規定及び市長の専決事項の指定

についてにより別紙のとおり専決処分したから、同条第２項の規定により、議

会に報告する。 

 

平成３０年６月４日提出 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

専決第４号  損害賠償の額の決定及び和解について 
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専決第４号 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

次のとおり損害賠償の額を定め、和解する。 

 

平成３０年４月２７日専決 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

 

記 

 

 

事   由 
事 由 発 生  

日 時 ・ 場 所 

損害賠償の 

相 手 方 
損害賠償の額 当事者 

 

職員の公務中

における公用

車での接触事

故 

 

平成 30 年 2 月 23 日 

午後 4時 55 分頃 

大阪府柏原市国分本町

１丁目１４２番１地先 

 

柏原市外在

住 

 

女性 

 

18,857 円 

 

柏原市 
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報告第５号 

 

専決処分報告について 

 

次の事件は、地方自治法第１８０条第１項の規定及び市長の専決事項の指定

についてにより別紙のとおり専決処分したから、同条第２項の規定により、議

会に報告する。 

 

平成３０年６月４日提出 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

専決第５号  損害賠償の額の決定及び和解について 
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専決第５号 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

次のとおり損害賠償の額を定め、和解する。 

 

平成３０年５月１５日専決 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

 

記 

 

 

事   由 
事 由 発 生 

日 時 ・ 場 所 

損害賠償の 

相 手 方 
損害賠償の額 当事者 

 

市道上の市設

置物による車

両破損事故 

 

平成 30 年 3 月 21 日 

午後 3時 00 分頃 

大阪府柏原市大県１丁

目相手方宅 

 

柏原市内在

住 

 

男性 

 

314,820 円 

 

柏原市 
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報告第６号 

 

専決処分報告について 

 

 次の事件は、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処

分したから、同条第３項の規定により、議会に報告し、その承認を求める。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

 専決第６号  平成３０年度柏原市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

補正予算（第１号） 
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歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２７，８６２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

平成３０年５月３１日専決

柏 原 市 長 　冨 　宅 　正 　浩

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出

　予算補正」による。

専決第６号

　（歳入歳出予算の補正）

　８，７８９，７６０千円とする。

平成３０年度柏原市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）

第１条　　

　平成３０年度柏原市の国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。
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第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　　入

5 諸 収 入 5,698 227,862 233,560

3 雑 入 5,693 227,862 233,555

8,561,898 227,862 8,789,760

歳　　出

6 諸 支 出 金 5,857 227,862 233,719

2 前年度繰上充用金 0 227,862 227,862

8,561,898 227,862 8,789,760歳　　出　　合　　計

（単位　千円）

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳　　入　　合　　計

補 正 額補 正 前 の 額

（単位　千円）

款 項 計
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平成３０年度柏原市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）説明書
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歳　　入

金　額

5 諸収入 5,698 227,862 233,560

3 雑入 5,693 227,862 233,555

9 雑入 129 227,862 227,991

1 雑入 227,862 その他雑入

補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

歳入歳出補正予算事項別明細書

（款）５　諸収入

　　（項）３　雑入 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額
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歳　　出

特定財源 一般財源 金　額

6 諸支出金 5,857 227,862 233,719 227,862

2 前年度繰上 0 227,862 227,862 227,862

充用金

1 前年度繰上 0 227,862 227,862 227,862

充用金 22 補償、補填 227,862 1 前年度繰上充用金

及び賠償金

（款）６　諸支出金

　　（項）２　前年度繰上充用金

款　　項　　目 補正前の額 説　　　　　明
区　　分

補正額 計
補正額の財源内訳 節

（単位　千円）
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報告第７号 

 

平成２９年度柏原市一般会計予算の繰越明許費繰越計算報告について 

 

 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成２９年度柏原市一般

会計予算繰越明許費繰越計算書を次のとおり報告する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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事　業　名 金　額

国庫支出金 府支出金 地方債 分担金

2 総務費 1 総務管理費
庁舎等敷地境界確定
業務

5,076,000 5,076,000 5,076,000

7 土木費 2
道路橋りょ
う費

踏切道改良工事負担
金

3,954,000 3,954,000 3,954,000

国分寺大橋修繕工事 82,176,000 82,176,000 45,196,000 31,200,000 5,780,000

9 教育費 3 中学校費
中学校空調設備設置
工事

257,263,000 257,263,000 20,664,000 236,100,000 499,000

13 災害復旧費 1 農道災害復旧工事 8,262,000 8,262,000 3,584,000 2,000,000 2,678,000

農業用水路災害復旧
工事

19,467,000 19,467,000 7,270,000 7,000,000 5,197,000

農地災害復旧工事 5,400,000 5,400,000 5,232,000 168,000

2 市道災害復旧工事 84,859,000 84,859,000 49,421,000 23,700,000 11,738,000

公園施設災害復旧工
事

3,000,000 3,000,000 2,100,000 900,000

河川災害復旧工事 30,128,000 30,128,000 13,300,000 16,828,000

499,585,000 499,585,000 115,281,000 16,086,000 315,400,000 168,000 52,650,000

（単位　円）

公共土木施
設災害復旧
費

未収入特定財源

左　の　財　源　内　訳

平成２９年度　柏原市一般会計予算繰越明許費繰越計算書

合　　　　　計

項款
既 収 入
特定財源

一般財源

翌 年 度
繰 越 額

農林水産業
施設災害復
旧費
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報告第８号 

 

   平成２９年度柏原市水道事業会計予算の繰越しについて 

 

 地方公営企業法第２６条第３項の規定により、水道事業会計予算の繰越額の

使用に関する計画について報告があったので、別紙のとおり報告する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

1 資本的支出 1 建設改良費
配水管整備
事業

661,283,000 411,020,101 47,000,000 0 0 0 47,000,000 203,262,899
事業の遅延
による

説　明不用額

平成２９年度　柏原市水道事業会計予算繰越計算書

（単位　円）

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額 国庫補助

金
出資金 企業債

損益勘定
留保資金

左　の　財　源　内　訳
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報告第９号 

 

   平成２９年度柏原市下水道事業会計予算の繰越しについて 

 

 地方公営企業法第２６条第３項の規定により、下水道事業会計予算の繰越額

の使用に関する計画について報告があったので、別紙のとおり報告する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

1 資本的支出 1 建設改良費
ポンプ場等
整備事業

110,940,000 45,922,400 11,000,000 5,000,000 0 0 6,000,000 54,017,600

国の２月補
正の交付金
事業として
３月に契約
を締結した
ため

予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

左　の　財　源　内　訳

不用額

平成２９年度　柏原市下水道事業会計予算繰越計算書

（単位　円）

款 項 事業名
国庫補助

金
出資金 企業債

損益勘定
留保資金

説　明
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議案第３２号 

 

業務委託契約の締結について 

 

次のとおり、業務委託契約を締結する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

柏原市長 冨 宅 正 浩 

 

記 

 

１ 契約の目的  柏原市立保育所児童給食業務 

 

２ 契約の方法  制限付き一般競争入札 

 

３ 契 約 金 額  金１６４，８６８，６９６円 

 

４ 契約の相手方  大阪市大正区泉尾７丁目１番１７号 

           ナフス南株式会社 

           代表取締役 濱田 武 
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議案第３３号 

 

大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う大阪広域

水道企業団規約の変更に関する協議について 

 

地方自治法第２８６条第１項の規定により、大阪広域水道企業団の共同処理

する事務に泉南市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、田尻町及び岬町に係る

水道事業の経営に関する事務を追加すること並びにこれに伴う大阪広域水道企

業団規約を変更することについて、関係市町村と協議するため、同法第２９０

条の規定により、議会の議決を求める。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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   大阪広域水道企業団規約の一部を変更する規約 

 

第１条 大阪広域水道企業団規約（平成２２年１１月２日大阪府知事許可）の

一部を次のように変更する。 

  別表第２中「四條畷市」を「泉南市、四條畷市、阪南市、豊能町、忠岡町、

田尻町、岬町」に改める。 

第２条 大阪広域水道企業団規約の一部を次のように変更する。 

  別表第２中「豊能町」の次に「、能勢町」を加える。 

   附 則 

 この規約は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

平成３６年４月１日から施行する。 
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議案第３４号 

 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を本市人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項

の規定により、議会の意見を求める。 

 

平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

住  所 

 

氏  名 

 

生年月日 

 

職  業 
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議案第３５号 

 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

 次の者を本市人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項

の規定により、議会の意見を求める。 

 

平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   

 

記 

 

住  所 

 

氏  名 

 

生年月日 

 

職  業 
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議案第３６号 

 

   執行機関の附属機関に関する条例の一部改正について 

 

 執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例 

 

 執行機関の附属機関に関する条例（平成２４年柏原市条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 別表の１の表中柏原市特別職報酬等審議会の項の次に次のように加える。 

柏原市庁舎建設事業者選

定委員会 

庁舎建設事業者の選定についての審査に関するこ

と。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年７月１日から施行する。 

 （非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年柏原市条例第

１３号）の一部を次のように改正する。 

  別表の２の表中 

 「 

個人情報保護審査会委員    〃 20,000 円 〃 

                                  」 

 を 

 「 

個人情報保護審査会委員    〃 20,000 円 〃 

庁舎建設事業者選定委員会委員 〃 10,000 円 〃 

                                  」 

 に改める。 
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議案第３７号 

 

   柏原市手数料条例の一部改正について 

 

 柏原市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   柏原市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 柏原市手数料条例（昭和３２年柏原市条例第２３号）の一部を次のように改

正する。 

 第１０条の２第１項第１号中「１件につき３０，０００円」を「次に掲げる

事業者の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号に次のように加え

る。 

  ア イに掲げる事業者以外の事業者 １件につき３０，０００円 

  イ 法第７２条の２第１項の規定による共生型居宅サービス事業者の特例

の適用を受ける事業者 １件につき１０，０００円 

 第１０条の２第１項第３号中「１件につき３０，０００円」を「次に掲げる

事業者の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号に次のように加え

る。 

  ア イに掲げる事業者以外の事業者 １件につき３０，０００円 

  イ 法第７８条の２の２第１項の規定による共生型地域密着型サービス事

業者の特例の適用を受ける事業者 １件につき１０，０００円 

 第１０条の２第１項第７号中「１件につき３０，０００円」を「次に掲げる

事業者の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号に次のように加え

る。 

  ア イに掲げる事業者以外の事業者 １件につき３０，０００円 

  イ 法第１１５条の２の２第１項の規定による共生型介護予防サービス事

業者の特例の適用を受ける事業者 １件につき１０，０００円 

 第１０条の２第１項第９号中「１件につき３０，０００円」を「次に掲げる

事業者の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号に次のように加え

る。 

  ア イに掲げる事業者以外の事業者 １件につき３０，０００円 

  イ 法第１１５条の１２の２第１項の規定による共生型地域密着型介護予

防サービス事業者の特例の適用を受ける事業者 １件につき     
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１０，０００円 

 第１０条の２第１項第１３号中「１件につき３０，０００円」を「次に掲げ

る事業者の区分に応じ、それぞれ次に定める額」に改め、同号に次のように加

える。 

  ア イに掲げる事業者以外の事業者 １件につき３０，０００円 

  イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２項に規

定する児童発達支援若しくは同条第４項に規定する放課後等デイサービ

スに係る同法第２１条の５の３第１項の指定又は障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５条第２項に規定する居宅介護、同条第３項に規定する重度訪問介護、

同条第７項に規定する生活介護若しくは同条第１２項に規定する自立訓

練に係る同法第２９条第１項の指定障害福祉サービス事業者の指定を受

けている事業者 １件につき１０，０００円 

 第１０条の２第２項第１号中「前項第１号」、「同項第７号」及び「又は第   

１３号」の次に「（アに限る。）」を加え、同項第４号を同項第６号とし、同項第

３号中「前項第３号」、「同項第９号」及び「又は第１３号」の次に「（アに限る。）」

を加え、同号を同項第４号とし、同項の次に次の１号を加える。 

 (5) 前項第３号（イに限る。）の審査と同時に同項第９号（イに限る。）又

は第１３号（イに限る。）の審査（同一の事業所において一体的に運営さ

れるものに限る。）を行う場合 １件につき１０，０００円 

 第１０条の２第２項中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

 (2) 前項第１号（イに限る。）の審査と同時に同項第７号（イに限る。）又

は第１３号（イに限る。）の審査（同一の事業所において一体的に運営さ

れるものに限る。）を行う場合 １件につき１０，０００円 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の柏原市手数料条

例の規定は、平成３０年４月１日から適用する。 
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議案第３８号 

 

   柏原市市税条例等の一部改正について 

 

 柏原市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   柏原市市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （柏原市市税条例の一部改正） 

第１条 柏原市市税条例（平成２年柏原市条例第５号）の一部を次のように改

正する。 

  第１２条第１項中「の者」を「に掲げる者」に、「によって」を「により」

に改め、同条第３項中「この節」の次に「（第４２条第１０項から第１２項ま

でを除く。）」を加える。 

  第１３条第１項各号列記以外の部分中「によって」を「により」に改め、

同項第２号中「１２５万円」を「１３５万円」に改め、同条第２項中「控除

対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、「得た金額」の次に「に１０万円

を加算した金額」を加える。 

  第１８条中「扶養控除額を、」の次に「前年の合計所得金額が２，５００万

円以下である」を加える。 

  第２１条各号列記以外の部分中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所

得金額が２，５００万円以下である所得割の納税義務者」に改め、同条第１

号ア及び第２号ア中「においては」を「には」に改める。 

  第２５条第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし書中「に

よって」を「により」に改め、「配偶者特別控除額」の次に「（所得税法第２

条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）」

を加え、同条第２項中「によって」を「により」に、「第２条第２項ただし書」

を「第２条第４項ただし書」に改め、同条第４項中「によって」を「により」

に、「においては」を「には」に改め、同条第５項中「によって」を「により」

に、「においては」を「には」に、「、第１項」を「、同項」に改め、同条第

６項中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に改め、同条

第７項及び第８項中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」

に改める。 

  第４２条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項におい
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て「納税申告書」という。）」を加え、同条に次の３項を加える。 

 １０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は、第

１項の規定により、納税申告書により行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則

で定めるところにより、納税申告書に記載すべきものとされている事項

（次項において「申告書記載事項」という。）を、法第７６２条第１号に規

定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機

構（第１２項において「機構」という。）を経由して行う方法その他施行規

則で定める方法により市長に提供することにより、行わなければならな 

い。 

 １１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記載事項が

記載された納税申告書により行われたものとみなして、この条例又はこれ

に基づく規則の規定を適用する。 

 １２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条第１号の

機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイル

への記録がされた時に同項に規定する市長に到達したものとみなす。 

  第９７条を第９７条の２とし、第２章第４節中同条の前に次の１条を加え

る。 

  （製造たばこの区分） 

 第９７条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造たばこ代用品

に係る製造たばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性状によるものとす

る。 

  (1) 喫煙用の製造たばこ 

   ア 紙巻たばこ 

   イ 葉巻たばこ 

   ウ パイプたばこ 

   エ 刻みたばこ 

   オ 加熱式たばこ 

  (2) かみ用の製造たばこ 

  (3) かぎ用の製造たばこ 
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  第９８条の次に次の１条を加える。 

  （製造たばことみなす場合） 

 第９８条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリ

セリンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したもの（たばこ事業法第

３条第１項に規定する会社（以下この条において「会社」という。）、加熱

式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物

品又はこれらの混合物を充塡したものを製造した特定販売業者、加熱式た

ばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又

はこれらの混合物を充塡したものを会社又は特定販売業者から委託を受け

て製造した者その他これらに準ずる者として施行規則第８条の２の２で定

める者により売渡し、消費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたもの

に限る。以下この条及び次条第３項第１号において「特定加熱式たばこ喫

煙用具」という。）は、製造たばことみなして、この節の規定を適用する。

この場合において、特定加熱式たばこ喫煙用具に係る製造たばこの区分は、

加熱式たばことする。 

  第９９条第１項中「第９７条第１項」を「第９７条の２第１項」に改め、

「消費等」の次に「（以下この条及び第１０３条において「売渡し等」という。）」

を加え、同条第２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこを除く。）」

を加え、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右欄」を「同表

の右欄」に改め、同項後段を削り、同項の表中「パイプたばこ」を「葉巻た

ばこ」に、「葉巻たばこ」を「パイプたばこ」に改め、同条第４項中「前項」

を「前２項」に改め、「ついて、」の次に「第４項の」を加え、「重量」の次に

「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量」を加え、同項を

同条第６項とし、同項の前に次の１項を加える。 

 ５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本

数に換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ご

との１個当たりの重量（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に当

該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を合計し、その合計重

量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

  第９９条第３項中「前項」を「第２項」に、「右欄」を「左欄」に改め、「の
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重量を」の次に「紙巻たばこの」を加え、「場合の」を「場合又は前項第１号

に掲げる方法により同号に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数

に換算する場合における」に、「第９７条第１項の売渡し又は同条第２項の売

渡し若しくは消費等」を「売渡し等」に、「同欄」を「第９７条」に改め、「喫

煙用の」を削り、同項を同条第４項とし、同項の前に次の１項を加える。 

 ３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号に掲げる方法

により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの

本数、第２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗

じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙

巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計数によ

るものとする。 

  (1) 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１グラ

ムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

  (2) 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２の

２で定めるものに係る部分の重量を除く。）の０．４グラムをもって紙巻

たばこの０．５本に換算する方法 

  (3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める金額の

紙巻たばこの１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改正する

法律（平成３０年法律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたば

こ税の税率、一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に

係る特別措置に関する法律（平成１０年法律第１３７号）第８条第１項

に規定するたばこ特別税の税率、法第７４条の５に規定するたばこ税の

税率及び法第４６８条に規定するたばこ税の税率をそれぞれ１，０００

で除して得た金額の合計額を１００分の６０で除して計算した金額をい

う。第８項において同じ。）をもって紙巻たばこの０．５本に換算する方

法 

   ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は

第２項の認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式た

ばこ 当該小売定価に相当する金額（消費税法（昭和６３年法律第 

１０８号）の規定により課されるべき消費税に相当する金額及び法第
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２章第３節の規定により課されるべき地方消費税に相当する金額を

除く。） 

   イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法（昭和５９年法律

第７２号）第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定

した金額 

  第９９条に次の４項を加える。 

 ７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定

める金額を紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に

係る加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの同号ア又はイに定める金額に

当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た金額を合計し、その合計

額を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

 ８ 前項の計算について、加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第

３号アに定める金額又は紙巻たばこの１本の金額に相当する金額に１銭未

満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

 ９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定

する数を乗じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合に

は、その端数を切り捨てるものとする。 

 １０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用について必要な事項

は、施行規則で定めるところによる。 

  第１００条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。 

  第１０１条第３項中「第９７条」を「第９７条の２」に改める。 

  第１０３条第１項中「第９７条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若

しくは消費等」を「売渡し等」に改める。 

  附則第５条第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を

加える。 

  附則第１４条第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、「第３７条

の９の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」に改

める。 

  附則第２０条の２第１１項を同条第１２項とし、同項の前に次の１項を加

える。 
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 １１ 法附則第１５条第４７項に規定する市の条例で定める割合は、０とす

る。 

第２条 柏原市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第９９条第３項各号列記以外の部分中「０．８」を「０．６」に、「０．２」

を「０．４」に改める。 

  附則第２０条の２第９項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第

４３項」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５

条第４４項」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第４７項」を「附則第

１５条第４６項」に改める。 

第３条 柏原市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第９９条第３項各号列記以外の部分中「０．６」を「０．４」に、「０．４」

を「０．６」に改め、同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則

第４８条第１項第２号」に改める。 

  第１００条中「５，６９２円」を「６，１２２円」に改める。 

第４条 柏原市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第９９条第３項各号列記以外の部分中「０．４」を「０．２」に、「０．６」

を「０．８」に改め、同項第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平

成３０年法律第７号）附則第４８条第１項第２号に定める」を「たばこ税法

（昭和５９年法律第７２号）第１１条第１項に規定する」に改め、同号イ中

「（昭和５９年法律第７２号）」を削る。 

  第１００条中「６，１２２円」を「６，５５２円」に改める。 

第５条 柏原市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第９８条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。 

  第９９条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこの本数に０．２

を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により換算した紙

巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲

げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削

り、同項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし、同条

第４項中「又は前項第１号に掲げる方法により同号に規定する加熱式たばこ

の重量を紙巻たばこの本数に換算する場合」を削り、同条第５項中「第３項
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第２号」を「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第３項第３号」を「第

３項第２号」に改め、同条第８項中「第３項第３号ア」を「第３項第２号ア」

に改め、同条中第９項を削り、第１０項を第９項とする。 

 （柏原市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 柏原市市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年柏原市条例第 

１９号）の一部を次のように改正する。 

  附則第５条第２項中「新条例」を「柏原市市税条例」に改め、同項第３号

中「平成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０日」に改め、同条第４

項中「新条例第９７条第１項」を「柏原市市税条例第９７条の２第１項」に

改め、同条第１３項中「平成３１年４月１日」を「平成３１年１０月１日」

に、「１，２６２円」を「１，６９２円」に改め、同条第１４項の表右欄中「平

成３１年４月３０日」を「平成３１年１０月３１日」に、「平成３１年９月  

３０日」を「平成３２年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中柏原市市税条例附則第２０条の２の改正規定 生産性向上特

別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日 

 (2) 第１条中柏原市市税条例第１３条第２項の改正規定（「控除対象配偶者」

を「同一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び同条例第２５条第１項の

改正規定並びに同条例附則第１４条第３項の改正規定並びに次条第１項の

規定 平成３１年１月１日 

 (3) 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第３条の規定 平成

３１年４月１日 

 (4) 第２条中柏原市市税条例第９９条第３項の改正規定 平成３１年１０

月１日 

 (5) 第１条中柏原市市税条例第１２条第１項及び第３項並びに第４２条第

１項の改正規定並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規

定 平成３２年４月１日 
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 (6) 第３条並びに附則第７条及び第８条の規定 平成３２年１０月１日 

 (7) 第１条中柏原市市税条例第１３条第１項及び第２項の改正規定（第２

号に掲げる改正規定を除く。）並びに同条例第１８条及び第２１条の改正規

定並びに同条例附則第５条の改正規定並びに次条第２項の規定 平成３３

年１月１日 

 (8) 第４条並びに附則第９条及び第１０条の規定 平成３３年１０月１日 

 (9) 第５条の規定 平成３４年１０月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の柏原市市税条例の規定中個人

の市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に

よる。 

２ 前条第７号に掲げる規定による改正後の柏原市市税条例の規定中個人の市

民税に関する部分は、平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適

用し、平成３２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の柏原市市税条例第１２条第１項及び第３項並

びに第４２条第１０項から第１２項までの規定は、前条第５号に掲げる規定

の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始す

る連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年

度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税に

ついては、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間（以下この

条において「適用期間」という。）に地方税法等の一部を改正する法律（平成

３０年法律第３号）第２条の規定による改正前の地方税法附則第１５条第 

４３項に規定する中小事業者等（以下この条において「中小事業者等」とい

う。）が取得（同項に規定する取得をいう。以下この条において同じ。）をし

た同項に規定する機械装置等（以下この条において「機械装置等」という。）

（中小事業者等が、同項に規定するリース取引（以下この条において「リー

ス取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き渡して使用させる事業
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を行う者が適用期間内に取得をした同項に規定する経営力向上設備等に該当

する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合にお

ける当該機械装置等を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、この条例の施行の日前に課した、又は

課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例による。 

 （手持品課税に係る市たばこ税） 

第５条 平成３０年１０月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡

し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項

第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。附則第８条第１項及び第１０条

第１項において「売渡し等」という。）が行われた製造たばこ（柏原市市税条

例等の一部を改正する条例（平成２７年柏原市条例第１９号）附則第５条第

１項に規定する紙巻たばこ３級品を除く。以下この項及び第５項において「製

造たばこ」という。）を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（この条例

による改正後の柏原市市税条例（第４項及び第５項において「３０年新条例」

という。）第９７条の２第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下同じ。）

又は小売販売業者がある場合において、これらの者が所得税法等の一部を改

正する法律（平成３０年法律第７号。附則第８条第１項及び第１０条第１項

において「所得税法等改正法」という。）附則第５１条第１項の規定により製

造たばこの製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの

製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されるこ

ととなるときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これ

らの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、こ

れらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該製造たば

こを直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販

売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合におけ

る市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの

本数とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所
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ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第  

２４号）別記第２号様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに市長

に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１日までに、そ

の申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下

「施行規則」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しな

ければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの

のほか、３０年新条例第１０条、第１０３条第４項及び第５項、第１０５条

の２並びに第１０６条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる３０年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

第１０条 第１０３条第１項若し

くは第２項、 

柏原市市税条例等の一

部を改正する条例（平

成３０年柏原市条例第 

  号）以下この条及

び第２章第４節におい

て「平成３０年改正条

例」という。）附則第５

条第３項、 

第１０条第２号 第１０３条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例附

則第５条第２項 

第１０条第３号 第８８条の６第１項の

申告書、第１０３条第

１項若しくは第２項の

申告書又は第１１６条

第１項の申告書でその

提出期限 

平成３０年改正条例附

則第５条第３項の納期

限 

第１０３条第４項 施行規則第３４号の２

様式又は第３４号の２

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平
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の２様式 成３０年総務省令第 

２４号）別記第２号様

式 

第１０３条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附

則第５条第３項 

第１０５条の２第１項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第５条第２項 

当該各項 同項 

第１０６条第２項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第５条第３項 

５ ３０年新条例第１０４条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理

由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造た

ばこのうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべき

ものの返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において、

当該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定

により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５

様式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、当該

控除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市た

ばこ税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基

づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式

による書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 

 （手持品課税に係る市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 平成３０年１０月１日から平成３１年９月３０日までの間における前

条第４項の規定の適用については、同項の表第１０条第３号の項中「第８８

条の６第１項の申告書、第１０３条第１項」とあるのは、「第１０３条第１項」

とする。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第６号に掲げる規定の施行

の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の

例による。 
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（手持品課税に係る市たばこ税） 

第８条 平成３２年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販

売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、こ

れらの者が所得税法等改正法附則第５１条第９項の規定により製造たばこの

製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場から

移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなると

きは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸

売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が

小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管

理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売

り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ

税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし、

当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所

ごとに、地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第  

２５号。附則第１０条第２項において「平成３０年改正規則」という。）別記

第２号様式による申告書を平成３２年１１月２日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３３年３月３１日までに、

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって

納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの

のほか、第３条の規定による改正後の柏原市市税条例（以下この項及び次項

において「３２年新条例」という。）第１０条、第１０３条第４項及び第５項、

第１０５条の２並びに第１０６条の規定を適用する。この場合において、次

の表の左欄に掲げる３２年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１０条 第１０３条第１項若し

くは第２項、 

柏原市市税条例等の一

部を改正する条例（平

成３０年柏原市条例第 
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    号）以下この条及

び第２章第４節におい

て「平成３０年改正条

例」という。）附則第８

条第３項、 

第１０条第２号 第１０３条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例附

則第８条第２項 

第１０条第３号 第８８条の６第１項の

申告書、第１０３条第

１項若しくは第２項の

申告書又は第１１６条

第１項の申告書でその

提出期限 

平成３０年改正条例附

則第８条第３項の納期

限 

第１０３条第４項 施行規則第３４号の２

様式又は第３４号の２

の２様式 

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平

成３０年総務省令第 

２５号）別記第２号様

式 

第１０３条第５項 第１項又は第２項 平成３０年改正条例附

則第８条第３項 

第１０５条の２第１項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第８条第２項 

当該各項 同項 

第１０６条第２項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第８条第３項 

５ ３２年新条例第１０４条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理

由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造た

ばこのうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべき

ものの返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合において、

当該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条の４の規定
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により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則第１６号の５

様式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、当該

控除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市た

ばこ税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基

づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式

による書類をこれらの申告書に添付しなければならない。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第９条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第８号に掲げる規定の施行

の日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の

例による。 

 （手持品課税に係る市たばこ税） 

第１０条 平成３３年１０月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に

販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、

これらの者が所得税法等改正法附則第５１条第１１項の規定により製造たば

この製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造場

から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者

が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの

者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直

接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者

に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市た

ばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数と

し、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所

ごとに、平成３０年改正規則別記第２号様式による申告書を平成３３年１１

月１日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３４年３月３１日までに、

その申告に係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって

納付しなければならない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもの
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のほか、第４条の規定による改正後の柏原市市税条例（以下この項及び次項

において「３３年新条例」という。）第１０条、第１０３条第４項及び第５項、

第１０５条の２並びに第１０６条の規定を適用する。この場合において、次

の表の左欄に掲げる３３年新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１０条 第１０３条第１項若し

くは第２項、 

柏原市市税条例等の一

部を改正する条例（平

成３０年柏原市条例第 

  号。以下この条及

び第２章第４節におい

て「平成３０年改正条

例」という。）附則第 

１０条第３項、 

第１０条第２号 第１０３条第１項若し

くは第２項 

平成３０年改正条例附

則第１０条第２項 

第１０条第３号 第８８条の６の第１項

の申告書、第１０３条

第１項若しくは第２項

の申告書又は第１１６

条第１項の申告書でそ

の提出期限 

平成３０年改正条例附

則第１０条第３項の納

期限 

第１０３条第４項 施行規則第３４号の２

様式又は第３４号の２

の２様式 

地方税法施行規則の一

部を改正する省令（平

成３０年総務省令第 

２５号）別記第２号様

式 

第１０３条第５項 

 

第１項又は第２項 平成３０年改正条例附

則第１０条第３項 

第１０５条の２第１項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第１０条第２項 
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 当該各項 同項 

第１０６条第２項 第１０３条第１項又は

第２項 

平成３０年改正条例附

則第１０条第３項 

 ５ ３３年新条例第１０４条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない

理由により、市の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製

造たばこのうち、第１項の規定により市たばこ税を課された、又は課され

るべきものの返還を受けた卸売販売業者等について準用する。この場合に

おいて、当該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５又は第１６条

の４の規定により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規則

第１６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事

項」欄に、当該控除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項

の規定により市たばこ税が課された、又は課されるべきであった旨を証す

るに足りる書類に基づいて、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの本数

を記載した上で同様式による書類をこれらの申告書に添付しなければなら

ない。 
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議案第３９号 

 

   柏原市介護保険条例の一部改正について 

 

 柏原市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   柏原市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 柏原市介護保険条例（平成１２年柏原市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１項第７号ア中「第３８条第４項」を「第２２条の２第２項」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年８月１日から施行する。 
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議案第４０号 

 

   柏原市自動車駐車場条例の一部改正について 

 

 柏原市自動車駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   柏原市自動車駐車場条例の一部を改正する条例 

 

 柏原市自動車駐車場条例（平成９年柏原市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表柏原駅西口自動車駐車場の部一時使用の項中「１，０００円」を    

「８００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年９月１日から施行する。 
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議案第４１号 

 

   柏原市立サンヒルスポーツセンター条例の一部改正について 

 

 柏原市立サンヒルスポーツセンター条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

  平成３０年６月４日提出 

 

 

                     柏原市長 冨 宅 正 浩   
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柏原市条例第  号 

 

   柏原市立サンヒルスポーツセンター条例の一部を改正する条例 

 

 柏原市立サンヒルスポーツセンター条例（平成２９年柏原市条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

 別表の（２）の表中 

 「              「 

９００円  ８００円  

１，４００円 を １，４００円  に改める。 

５００円  ３００円  

             」              」 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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平成３０年６月４日提出

柏 原 市 長 　冨 　宅 　正 　浩

議案第４２号

　（歳入歳出予算の補正）

　２５，３０２，０２０千円とする。

平成３０年度柏原市一般会計補正予算（第１号）

第１条　　

　平成３０年度柏原市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（地方債の補正）

第４条 地方債の補正は、「第４表地方債補正」による。

　（債務負担行為の補正）

債務負担行為の補正は、「第３表債務負担行為補正」による。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２２１，４６６千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出

　予算補正」による。

第３条

　（継続費）

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。
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第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　　入

13 国 庫 支 出 金 3,981,394 1,343 3,982,737

2 国 庫 補 助 金 594,488 1,343 595,831

14 府 支 出 金 1,746,385 21,531 1,767,916

2 府 補 助 金 368,534 21,531 390,065

18 諸 収 入 2,018,404 △ 51,440 1,966,964

5 雑 入 978,265 △ 51,440 926,825

19 市 債 2,348,600 △ 192,900 2,155,700

1 市 債 2,348,600 △ 192,900 2,155,700

25,523,486 △ 221,466 25,302,020歳　　入　　合　　計

補 正 額補 正 前 の 額

（単位　千円）

款 項 計
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歳　　出

2 総 務 費 2,279,885 29,342 2,309,227

1 総 務 管 理 費 1,616,595 29,342 1,645,937

3 民 生 費 10,997,530 6,267 11,003,797

1 社 会 福 祉 費 4,940,334 2,236 4,942,570

2 児 童 福 祉 費 3,958,811 4,031 3,962,842

4 衛 生 費 2,061,624 188 2,061,812

1 保 健 衛 生 費 1,015,763 188 1,015,951

9 教 育 費 2,948,499 △ 257,263 2,691,236

3 中 学 校 費 814,596 △ 257,263 557,333

25,523,486 △ 221,466 25,302,020歳　　出　　合　　計

（単位　千円）

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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第２表　継 続 費

（単位　千円）

事　業　名 総　　額 年　　度 年　割　額

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 庁 舎 施 設 整 備 事 業 4,363,000 平成３０年度 0

平成３１年度 1,289,000

平成３２年度 2,975,000

平成３３年度 99,000

款 項
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第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

追　　加

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

庁 舎 施 設 整 備 事 業 支 援 業 務
平成３１年度から

　　　平成３３年度まで
43,400千円　

庁 舎 施 設 整 備 調 査 設 計 業 務
平成３０年度から

　　　平成３１年度まで
147,000千円　
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第４表　地 方 債 補 正

廃　　止

借入先

千円

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

中 学 校 空 調 設 備
設 置 事 業 債

普通貸借又は
証券発行。た
だし、事業の
進捗状況によ
り起債額の全
部又は一部を
前借りするこ
とができる。

年5.0％以内（ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率）

政府・府
銀　　行
そ の 他

30年（据置期間を含む。）以内に元利
均等又は元金均等で、年賦又は半年賦
で償還する。ただし、都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しくは
繰上償還又は借換えをすることができ
る。

192,900
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平成３０年度柏原市一般会計補正予算（第１号）説明書
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歳　　入

金　額

13 国庫支出金 3,981,394 1,343 3,982,737

2 国庫補助金 594,488 1,343 595,831

2 民生費国庫 239,404 1,343 240,747

補助金 2 児童福祉費補助金 1,343 子ども・子育て支援交付金

補正前の額 説　　　　　明
節

区　　分
補正額

歳入歳出補正予算事項別明細書

（款）１３　国庫支出金

　　（項）２　国庫補助金 （単位　千円）

計款　　項　　目
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金　額

14 府支出金 1,746,385 21,531 1,767,916

2 府補助金 368,534 21,531 390,065

2 民生費府補 335,642 1,343 336,985

助金 2 児童福祉費補助金 1,343 子ども・子育て支援交付金

3 衛生費府補 4,317 188 4,505

助金 1 保健衛生費補助金 188 骨髄移植患者等定期予防接種ワクチン再接種費

用補助金

8 教育費府補 1,463 20,000 21,463

助金 4 社会教育費補助金 20,000 宝くじ社会貢献広報市町村補助金

節
説　　　　　明

区　　分

（款）１４　府支出金

　　（項）２　府補助金 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
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金　額

18 諸収入 2,018,404 △ 51,440 1,966,964

5 雑入 978,265 △ 51,440 926,825

2 雑入 977,715 △ 51,440 926,275

1 雑入 △ 51,440 スポーツ振興くじ助成金

コミュニティ助成事業助成金

その他雑入

（款）１８　諸収入

　　（項）５　雑入 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　明
区　　分

18,261

2,500

△ 72,201

節
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金　額

19 市債 2,348,600 △ 192,900 2,155,700

1 市債 2,348,600 △ 192,900 2,155,700

5 教育債 763,500 △ 192,900 570,600

1 中学校債 △ 192,900 中学校空調設備設置事業債

（款）１９　市債

　　（項）１　市債 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額
節

説　　　　　明補正額 計
区　　分
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歳　　出

特定財源 一般財源 金　額

2 総務費 2,279,885 29,342 2,309,227 2,500 26,842

1 総務管理費 1,616,595 29,342 1,645,937 2,500 26,842

1 一般管理費 1,012,556 92 1,012,648 92

9 旅費 21 10 庁舎整備室事務費

11 需用費 65 　　普通旅費 21

12 役務費 6 　　消耗品費 50

　　印刷製本費 15

　　手数料 6

7 自治振興費 77,746 2,500 80,246 その他

2,500 19 負担金、補 2,500 1 自治振興事業

助及び交付 　　コミュニティ助成事業補助金

金

節

（単位　千円）

（款）２　総務費

　　（項）１　総務管理費

款　　項　　目 補正前の額 説　　　　　明
区　　分

補正額 計
補正額の財源内訳
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特定財源 一般財源 金　額

13 庁舎施設整 0 26,750 26,750 26,750

備事業費 1 報酬 150 1 庁舎施設整備事業

13 委託料 26,600 　　庁舎建設事業者選定 150

　　委員会委員報酬（３

　　人）

　　庁舎施設整備事業支 26,600

　　援業務委託料

補正額 計
補正額の財源内訳 節

説　　　　　明
区　　分

（単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額
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特定財源 一般財源 金　額

3 民生費 10,997,530 6,267 11,003,797 2,686 3,581

1 社会福祉費 4,940,334 2,236 4,942,570 2,236

10 介護保険福 934,409 2,236 936,645 2,236

祉費 28 繰出金 2,236 2 介護保険事業会計繰出金

　　介護保険事業会計繰出金

（款）３　民生費

　　（項）１　社会福祉費 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳 節

説　　　　　明
区　　分
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特定財源 一般財源 金　額

2 児童福祉費 3,958,811 4,031 3,962,842 2,686 1,345

7 放課後児童 102,359 4,031 106,390 国庫支出金 1,345

会費 1,343 7 賃金 2,857 1 放課後児童会事業運営費

府支出金 11 需用費 88 　　主任支援員賃金 1,322

1,343 12 役務費 110 　　支援員賃金 1,265

13 委託料 22 　　補助員賃金 270

18 備品購入費 954 　　消耗品費 73

　　医薬材料費 15

　　放課後児童支援員等 22

　　健康診断委託料

2 放課後児童会施設管理費

　　通信運搬費 60

　　手数料 50

　　庁用器具費 954

補正額の財源内訳
計補正額補正前の額款　　項　　目

（単位　千円）　　（項）２　児童福祉費

区　　分
説　　　　　明

節
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特定財源 一般財源 金　額

4 衛生費 2,061,624 188 2,061,812 188

1 保健衛生費 1,015,763 188 1,015,951 188

2 予防費 297,255 188 297,443 府支出金

188 19 負担金、補 188 2 予防接種事業

助及び交付 　　ワクチン接種助成金

金

区　　分

（款）４　衛生費

　　（項）１　保健衛生費 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳 節

説　　　　　明
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特定財源 一般財源 金　額

9 教育費 2,948,499 △ 257,263 2,691,236 △ 192,900 △ 64,363

3 中学校費 814,596 △ 257,263 557,333 △ 192,900 △ 64,363

1 学校管理費 424,942 △ 257,263 167,679 地方債 △ 64,363

△ 192,900 15 工事請負費 △ 257,263 4 中学校施設整備事業

　　中学校空調設備設置工事

（款）９　教育費

　　（項）３　中学校費

補正額
補正額の財源内訳

説　　　　　明
節

（単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 計
区　　分
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補正予算給与費明細書

１　特　別　職 (単位　千円)

職員数

（人） 報　　酬 計

その他の特別職 947 347,413 347,413 347,413

計 966 450,133 530,156 576,211

その他の特別職 950 347,563 347,563 347,563

計 969 450,283 530,306 576,361

その他の特別職 3 150 150 150

計 3 150 150 150

　

補　正　前

補　正　後

比　　　較

区　　分
給　　　与　　　費

合　　計
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柏 原 市 長 　冨 　宅 　正 　浩

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出

　予算補正」による。

議案第４３号

　（歳入歳出予算の補正）

　６，２１０，７２７千円とする。

平成３０年度柏原市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

第１条　　

　平成３０年度柏原市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，４７２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

平成３０年６月４日提出
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第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳　　入

2 国 庫 支 出 金 1,318,358 2,236 1,320,594

2 国 庫 補 助 金 266,665 2,236 268,901

6 繰 入 金 934,091 2,236 936,327

1 一 般 会 計 繰 入 金 934,090 2,236 936,326

6,206,255 4,472 6,210,727

歳　　出

1 総 務 費 156,290 4,472 160,762

1 総 務 管 理 費 110,733 4,472 115,205

6,206,255 4,472 6,210,727歳　　出　　合　　計

（単位　千円）

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳　　入　　合　　計

補 正 額補 正 前 の 額

（単位　千円）

款 項 計
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平成３０年度柏原市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）説明書
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歳　　入

金　額

2 国庫支出金 1,318,358 2,236 1,320,594

2 国庫補助金 266,665 2,236 268,901

4 介護保険事 0 2,236 2,236

業費補助金 1 介護保険事業費補 2,236 介護保険制度改正に伴うシステム改修事業費補

助金 助金

金　額

6 繰入金 934,091 2,236 936,327

1 一般会計繰 934,090 2,236 936,326

入金

4 その他一般 156,445 2,236 158,681

会計繰入金 1 職員給与費等繰入 2,236 職員給与費等繰入金

金

補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

歳入歳出補正予算事項別明細書

（款）６　繰入金

　　（項）１　一般会計繰入金 （単位　千円）

款　　項　　目

（款）２　国庫支出金

　　（項）２　国庫補助金 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
節

説　　　　　明
区　　分

補正前の額
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歳　　出

特定財源 一般財源 金　額

1 総務費 156,290 4,472 160,762 2,236 2,236

1 総務管理費 110,733 4,472 115,205 2,236 2,236

1 一般管理費 110,682 4,472 115,154 国庫支出金 2,236

2,236 13 委託料 4,472 1 一般管理費

　　介護保険制度改正に伴うシス

　　テム改修業務委託料

　　

区　　分

（款）１　総務費

　　（項）１　総務管理費 （単位　千円）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳 節

説　　　　　明
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